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一般的に，朝・夕のピークなど時間帯の違いにより，交通状況は大きく異なることが知られている．この

ため，これらの時間帯の違いにより，事故の危険性についても変化する可能性が考えられる．そこで，本

稿では，それらの時間的要因と事故リスクの関係性を把握するために，一般道における交通事故リスクを

時間帯別に分析する．具体的には，道路交通センサスのデータおよび交通事故データを用いて，愛媛県の

直轄国道の一部の路線を対象にした分析結果を報告する． 
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1. はじめに 

 

近年，我が国における交通事故は減少傾向が続いてる

ものの，平成26年で約58万件の事故が発生しており1) ，

その絶対数は少ないとはいえず，減少幅についても縮小

傾向にあることが示されている．さらに，道路の規格別

に死傷事故率を比較した場合，幹線道路（一般国道及び

都道府県道等）は自動車専用道路の約8倍2) の死傷事故率

を示しており，相対的に高い傾向にあることが報告され

ている． 

このような現状から，一般道路における交通事故の削

減は我が国にとって，重要な課題であるといえる．それ

らの事故に対して，効果的な対策を行うためには，まず

交通安全上問題ある事故危険性の高い道路区間あるいは

交通状況を把握することが重要になると考えられる．一

般的に，対策箇所の選定にあたっては，道路区間あたり

の1年間の事故発生件数と交通量および道路延長等のデ

ータから死傷事故率を算出することで，交通事故多発箇

所を抽出して対策箇所を選定する方法が広く用いられて

いる．一方で，事故発生については，道路構造的な要因，

環境要因および交通流要因など様々な要因によって規定

されることが知られている．このため，事故リスクの評

価を行う上で，各種の事故発生に関与する要因について，

可能な限り多くの条件の中でその影響を定量化し，それ

らの影響を把握することは重要であると考えられる． 

しかしながら，これまでの一般道路を対象にした分析

の多くは，道路構造的な要因などの静的な枠組みでの分

析に留まっており，時間帯による交通流の違いなどの影

響を考慮した分析については，ほとんど行われていない．

しかしながら， 事故リスクは空間的にだけでなく，朝

ピーク/夕ピークなど時間的な交通状況の違いによって

も変化することが推測される． 

そこで，本研究では，季節および時間帯などの時間的

要因と一般道路における事故リスクの関係について分析

した結果を報告する． 

 

 

2. 既往研究 

 

これまで，一般道路の交通事故を対象にした分析がい

くつか発表されている．主な研究としては，以下のもの

が挙げられる． 

まず，交差点の事故を対象にした分析では，例えば，

コリムら3) は交差点における出会い頭事故および進路変

更巻き込み事故を対象に，事故発生メカニズムをモデル

化し事故リスクに影響を与える要因について考察してい

る．また，小谷ら4) は，岐阜市中心部の交差点を対象に，

走行方向別・事故類型別に交通事故発生件数を推計する

モデルを構築し，方向別の交通量，車線数および交差点

形状などの変数が影響を与えることなどを示している．
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さらに，塩見ら5) は，滋賀県，香川県および愛知県の交

差点を対象に，交差点の幾何構造の違いが交差点事故に

与える影響を分析している．その結果，横断歩道長など

交差点規模を表す変数が有意に事故リスクに影響を与え

ることなどが示されている． 

そして，単路を含む一般道路区間の事故発生リスクを

対象にした研究としては，以下のものが挙げられる．例

えば，川上ら6) ，森地ら7) およびAbdel et al.8) は，道路構

造および沿道状況などの道路環境に着目し，交通事故の

発生要因を分析している．これらの研究の成果より，一

般道路の事故発生に影響を与える要因として，AADTな

どの交通量の要因に加え，市街地／非市街地などの沿道

状況，車線数や交差点密度など道路構造的な要因を表す

変数が影響を及ぼすことなどが明らかにされている． 

一方で，交通事故の発生と交通流要因との関係につい

ては，高速道路の事故を対象にいくつかの研究が行われ

ている．例えば，Zhou and Sisiopiku 9), Chang 10)らは，事故

率（件/億台キロ）と道路区間の混雑度（時間交通量V/

交通容量C）の関係を分析し，混雑度の違いによって事

故率は大きく異なることなどを示している．一般道路に

おいても，時間交通量の違いによって事故リスクが異な

る可能性が考えられる． 

そこで，本研究では，時間的要因のうち時間帯の差異

に着目して，一般道を対象にした事故リスク分析を行う． 

 

3. 分析概要 

(1) 事故リスクの定義 

アクセスコントロールされていない一般道路の事故リ

スク評価にあたっては，事故発生箇所の半数以上が交差

点で発生しているから，交差点による影響を考慮するこ

とは重要であると考えられる．また，事故リスクについ

ては，先行研究 11)  により，事故類型別に走行台キロお

よび交差点通過の台数などの原単位と事故の相関が異な

ることが示されている． 本研究では，事故リスクを式

（1）と式（2）の以下 2通りの方法で算出する．式（1）

は，自動車の走行台キロで基準化した事故リスク RL
 を

示している． 

 810
365





ii

ijL

ij Lq

N
R  (1) 

ここで， 

RL
 i j: 区間iの事故形態jの事故リスク原単位[件/億台・km] 

Ni j : 区間iで1年間に発生した事故形態j の事故件数[件/年]  

qi  : 区間i の1日当たりの交通量[台/日] 

Li  : 区間i の延長[台km]  

次に，年単位当たりの事故発生件数を通過交差点数と

走行台数で基準化した事故リスクRsは，式（2）によっ

て定義される． 

 810
365





ii

ijS

ij Sq

N
R  (2) 

ここで， 

Rs
 i j: 区間iの事故形態jの事故リスク原単位[件/億台・箇所] 

Ni j : 区間iで1年間に発生した事故形態j の事故件数[件/年]  

qi  : 区間i の1日当たりの交通量[台/日] 

Si  : 区間i の交差点の箇所数[箇所] 

 

表-1 事故類型別の事故発生状況 

事故類型 事故件数 構成率(%)
車両相互 706 85.9

自転車対車 69 8.4
人対車 28 3.4

車両単独 19 2.3
計 822 100.0  

 

松 山 市

新 居 浜 市

四国中央市R11

 

図-1 対象ネットワークの概要図 

 

(2) 分析に使用するデータ 

本研究では，愛媛県内の幹線道路で発生した事故を対

象に，以下に示す二つのデータから得た情報を組み合わ

せて交通事故リスク分析をおこなう． 

a) 道路交通センサスデータ 

まず，道路交通センサスデータからは，路線名，交通

調査基本区間番号，区間延長，昼間12 時間交通量，24 

時間自動車類交通量に加え，道路状況調査単位区間にお

ける沿道状況，車線数および交差点箇所数などの情報が

獲得される．なお，分析に使用した交通量のデータは，

時間帯ごとのデータを集計することにより分析を行う． 

また，本研究では，同データの交通調査基本区間を集

計単位として分析を行う．なお，交通調査基本区間とは，

「都道府県（2 桁）」＋「道路種別（1 桁）」＋「路線

番号（4 桁）」＋「順番号（4 桁）」からなる11 桁の番

号で，路線の起点から終点に向けて昇順となるように分

割された道路区間を示す．  

b) 交通事故データ 

交通事故データについては，愛媛県警の平成24 年か
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ら平成26 年の3 年間の交通事故原票に基づく事故データ

を用いた．同データには，交通事故が発生日時，発生場

所，路面の状況および当事者情報，事故情報などが記録

されている．このうち，交通事故が発生した交通調査基

本区間番号，発生日，事故発生の昼夜区分，発生した各

事故の事故類型などの情報を用いることとする．事故類

型は，交通事故データに記載されている事故類型に基づ

いて，「車両相互事故」，「自転車対車事故」，「人対

車事故」および「車両単独事故」の4つに区分する．そ

の全事故の内訳は，表-1に示すように人対車両事故が約

5 %，車両相互事故が約88 %，車両単独事故が約6 %，不

明が約1 %であった．対象ネットワークでは，車両相互

事故の割合が非常に高いことがわかる．このため，車両

相互以外の事故件数が極めて少ないため，以下では車両

相互事故のみを対象にした分析を行うこととする． 

 

(3) 分析対象とする道路ネットワーク 

本研究における分析対象とする道路ネットワークは,

図-1に示すように，愛媛県内の直轄国道の国道11号であ

る．なお，同ネットワークの総延長は約 94.2 kmである． 

 

(4) 分析対象範囲 

本研究における分析対象範囲は，センサス区間のうち，

平日および昼間12時間の交通状況とこれに対応する人身

事故のみを対象とする．具体的には，一般国道路線を上

り下り別無しの計60 区間（リンク）を対象に事故発生

要因と事故の関連を分析する．対象期間の平成24 年1 月

1 日～平成26 年12 月31 日の間に，対象道路ネットワー

ク内で発生した車両相互事故は 706件である． 

 

 

4. 事故リスク基礎分析 

 

(1) 事故発生に影響を与える要因について 

事故発生状況の傾向を整理するにあたって，道路の

種別や沿道状況，時間帯および季節変動の違いにより，

事故の発生状況は異なることが考えられる．本分析にお

いては，以下に示す要因に着目し分析をおこなう．なお，

事故リスクとしては，対象期間3年間の通過交差点数1億

台・箇所あたりの事故件数を算出している． 

a) 時間帯 

時間帯は，朝ピーク／昼オフピーク／夕ピークの3つ

の時間帯に分類する．各時間帯は以下のように定義され

る．朝ピーク：7:00～9:00，昼オフピーク：9:00～17:00，

夕ピーク：17:00～19:00 ． 

b) 季節 

本研究では，気象庁の季節区分に従って，各月を3月～5

月を春，6月～8月を夏，9月～11月を秋，12月～2月を冬

の4つの季節にそれぞれ区分する． 

c) 沿道状況 

代表沿道状況については，「DID地区（人口集中地

区）」，「その他市街部」，「平地部」および「山地

部」の4つの沿道状況に区分される．ここで，「DID地

区」とは，「市区町村の区域内で人口密度の高い（約 

4,000 人/km2 以上）調査区がたがいに隣接して，その人

口が 5,000 人以上の地域」を示している．「その他市街

部」とは，人口集中地区に含まれないが調査路線の道路

の両側に人家が連担していて，車両の運転手から見て市

街部を形成しているところをいう．「平地部」とは，人

家が連担していない地域で，平野など道路の縦断勾配が

比較的ゆるやかな地域をいう．「山地部」とは，山地，

丘陵及び山麓等をいい，一般に道路の勾配や線形が厳し

い地域を示す． 

 

(2) 時間帯別事故リスク 

時間帯1時間あたりの事故リスク（件/億台箇所）を集

計した結果を図-2に示す．さらに，時間帯を朝ピーク

（7:00～9:00），昼オフピーク（9:00～17:00）および夕ピ

ーク（17:00～19:00）の3つに分類し，同時間帯別の事故

リスクを図-3に示す．結果に示すように，昼オフピーク

と比較して，朝ピークおよび夕ピークの時間帯において，

高い事故リスクの値を示した． 
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図-2 時間帯別事故リスク 
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図-3 朝ピーク/昼オフピーク/夕ピーク時間帯別事故リスク 
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図-4 季節×時間帯別事故リスク 
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図-5 沿道状況×時間帯別事故リスク 

 

(3) 季節変動および時間帯別事故リスク 

日没時刻は季節（月）により変動するため，周囲の

明るさの変化に連れて事故発生の危険性も変化すること

が考えられる．そこで，春（3月～5月），夏（6月～8

月），秋（9月～11月）および冬（12月～2月）の4つの

季節に分類し，これら季節別に朝ピーク／昼ピーク／夕

ピークの3つの時間帯別の事故リスクを図-4に示す．結

果に示すように，秋・冬では，夕ピークの時間帯におい

て最も高い事故発生リスク値を示した．これは，秋・冬

では，同時間帯における暗い時間帯が占める割合が大き

いことから事故の危険性が増大したものと推察される． 

一方，春・夏においては，朝ピークで高い事故リス

ク値を示している．また，夕方においては，事故リスク

値は低い値を示した．この結果については，春・夏では，

母数となる夕方の交通量が低下するなど季節別の時間帯

別の交通流の変動が影響していることも予想されるため，

更なる分析が必要であると考えられる． 

 

(4) 沿道状況および時間帯別事故リスク 

沿道状況により，交通状況は大きく異なることが想定

される．そこで，「DID地区（人口集中地区）」，「そ

の他市街部」，「平地部」および「山地部」の4つの沿

道状況別と朝ピーク／昼ピーク／夕ピークの3つの時間

帯別の事故リスクを図-5に示す．沿道状況別に結果を比

較すると，DID地区および山地部では，夕方において最

も高い事故リスク値を示した．一方，その他市街部なら

びに平地部においては，朝ピークにおいて事故リスクが

高い傾向を示した． 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，道路センサスデータおよび交通事故デ

ータを用いて，愛媛県の直轄国道を対象に，時間帯の差

異に着目して，道路センサス区間単位の事故リスク分析

を行った結果を報告した． 

分析の結果，朝ピークならびに夕ピークの時間帯に

おいて，事故リスクは高い傾向を示した．さらに，DID

地区および山地部では，夕方において高い事故リスク値

を示し．その他市街部ならびに平地部においては，朝ピ

ークにおいて高い事故リスク値を示すなど，沿道状況別

によって時間帯別の事故リスクの傾向が異なることを示

した．また，季節別に時間帯別の事故リスクを比較した

ところ，秋季ならびに冬季では夕ピークにおいて，事故

の危険性が増大することを示唆する結果を示した．この

結果から，明るさの変化が事故リスクに影響しているも

のと推察される．一方，春季および夏季の夕ピークでは，

事故の危険性が低下するとの結果を得た． 

しかしながら，本分析で用いた道路交通センサスデ

ータでは，数年に一度の一日の時間帯別の交通量のみを

考慮しているため，経年的あるいは季節的な交通流の時

間変動を正確に反映しているとはいえない．したがって，

今後の課題においては，時々刻々の交通流の変動につい

て考慮するため，感知器データを用いるなどしてより精

度の高い分析を行う必要がある．また，直轄国道のうち

一つの路線を対象とした分析に留まっているため，対象

ネットワークを拡大して，他の事故類型についても分析

を行う予定である． 
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